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１．ＪＲ西日本グループが大切にしている価値観

「福知山線列車事故のような事故を二度と発生させない」
～当社グループの思考、行動の原点であり、私たちの変わらぬ決意～

経営の３本柱

被害にあわれた方々に
誠心誠意と受け止めて
いただけるような取組

安全性向上に

向けた取組

変革の推進

ＪＲ西日本グループ鉄道安全考動計画2022

めざす未来～ありたい姿を実現する主役は、一人ひとりの社員

ＪＲ西日本 企業理念 安 全 憲 章



4

１．ＪＲ西日本グループが大切にしている価値観

ステークホルダーの皆様と私たちとの関係

めざす未来

ありたい姿

ステークホルダー
の皆様へ

提供する価値

人々が出会い、笑顔が生まれる、安全で豊かな社会

地域共生企業として、私たちの使命を果たします

挑戦し続ける企業となります

ステークホルダーの皆様を「笑顔」に

顧客
安全、安心で心
地よく「うれしい」と
感じていただける

サービス

地域の皆様

訪れたいまち、
住みたいまちづくり

株主の皆様

株主価値の
持続的な拡大

共に働く仲間

働きがいと誇り

企業理念・
経営ビジョン



○当社発足以降の航空機競合区間のシェア

2003.10
品川駅開業
のぞみ増発

２．ＪＲ西日本のビジネスモデル
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○近畿圏の輸送量・シェアの推移

輸
送
量

シ
ェ
ア

在阪５私鉄 JR西日本 会社発足時を
100とした指数

142

20141987 （年度）2003

20141987 （年度）2003

80

在阪５私鉄 JR西日本

公営・中小私鉄

32.5→44.5

53.0→40.7

1995

1995

※輸送人キロベース

２．ＪＲ西日本のビジネスモデル
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2017年度
営業収益（単体）

9,762億円

90.6%

3.4%

0.6%
5.5%

運輸収入 6,910億円

運輸付帯収入 260億円

関連事業収入 44億円

その他収入 417億円

1987年度
営業収益（単体）

7,631億円

○発足当時との比較（営業収益）

運輸収入

運輸附帯収入

関連事業収入

その他収入

運輸業

流通業

不動産業

その他

2017年度
営業収益（連結）

15,004億円

284億円

178億円

8,678億円

621億円 1,700億円

2,398億円

1,396億円

9,508億円

89％
63％

6.3％
2.9％

1.8％

9.3％

16％

11％

運輸附帯収入

（連結営業収益）

２．ＪＲ西日本のビジネスモデル
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○今後５ヵ年の営業収益見通し（連結）

今後５年間の営業収益の伸びの大半は非運輸業

18.3期実績 23.3期目標 増減

運輸業 9,508億円 9,775億円 ＋266億円

非運輸業 5,496億円 6,525億円 ＋1,029億円

２．ＪＲ西日本のビジネスモデル
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３．経営環境の変化を踏まえた戦略

経営環境の変化（機会・脅威）と当社の強みを踏まえ、戦略を策定。

訪日観光客のさらなる増加 大型設備の更新時期の到来

自然災害の激甚化

技術革新

（自動車の自動運転等）

女性や高齢者の活躍

地方創生の動き

都市部への人口集積

技術革新

（AI等の活用）

機会
（Opportunities）

脅威
（Threats）グループ事業戦略

活用 対応

当社の強み

(Strengths)
地域の皆様と連携する力 グループ一体で施策を展開する力

・地域価値の向上

・線区価値の向上

・事業価値の向上

・インバウンド需要の獲得

など

人口減少に伴う

市場の縮小や労働力の減少

北陸新幹線延伸等の

プロジェクト

9

感染症の発生・流行



【戦略の体系】

企業理念

経営ビジョン

めざす未来

ありたい姿

事業戦略等

地域共生企業として、私たちの使命を果たす

経営の根幹であり、堅持

挑戦し続ける企業となる

めざす方向性は堅持。ありたい姿の実現に向けて、鉄道事業・創造事業が一体となり、戦略を推進。

・訪れたいまち、住みたいまちづくり ・安全で持続可能な鉄道・交通サービス

⇒ 交流人口、定住人口の拡大

・安全で高品質な鉄道サービスと生活サービスの提供

⇒ お客様の暮らしを支える

・事業の強みに磨きをかける

・新たな市場や事業に挑戦

⇒ 非連続な成長の実現

地域価値の向上 線区価値の向上 事業価値の向上

鉄道事業 創造事業×

グループ共通戦略

３．経営環境の変化を踏まえた戦略
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北陸新幹線開業
中長期的な取り組み

による成長

10,000

15,000

20,000

14.3期 15.3期 16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期

○中期経営計画2022の位置付け
● 連結営業収益の推移

（億円）

成長の継続
さらなる成長に向けた準備
事業の持続可能性確保

中期経営計画

2017

安全性の向上

さらなる成長へ

めざす未来

ありたい姿 2030年頃

2兆円

これまでの方向性は堅持しつつ、

長期持続的な成長に向けて

バックキャスト視点を加味

中期経営計画

2022

・新幹線の競争力強化

・近畿圏の線区価値向上

・創造事業の資産効率向上、事業規模拡大

・長期視点の目標設定

・大規模プロジェクトの効果最大化

【事業の持続可能性確保】

・新たな技術等を活かした生産性向上

・大型設備の更新を機とした機能強化

３．経営環境の変化を踏まえた戦略
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富山

金沢

福井

敦賀

和歌山

博多

23年春 金沢～敦賀間延伸

時期未定 敦賀～新大阪間延伸

米子

京都

大阪

三ノ宮
新大阪

関西空港

・大規模拠点駅：３大プロジェクト（大阪、三ノ宮、広島）

・関西都市圏ブランドの確立：京都、新大阪

・西日本各エリア中核都市を中心としたまちづくり

：富山、金沢、岡山、尾道

駅を中心としたまちづくり

広島

尾道

＜成長機会＞

・G20大阪サミット2019
・ワールドマスターズゲームズ2021関西
・IR誘致

・ラグビーワールドカップ2019
・大阪万博2025
・リニア中央新幹線

岡山

関西都市圏ブランドの確立

西日本ならではの観光素材開発、ブランディング、プロモーション

広域誘客ゾーンの演出

新幹線を基軸とした広域鉄道ネットワークの磨き上げ

インバウンド需要の獲得

北陸新幹線

山陽新幹線

多くの成長機会を見据え、新幹線を軸とした広域誘客施策と駅中心のまちづくりを推進

４．グループ共通戦略 長期戦略
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４．グループ共通戦略 ①地域価値・線区価値の向上

鉄道事業・創造事業が一体となり、地域価値・線区価値を最大化。

集客コンテンツ整備

・地域の魅力を活かした拠点駅開発

・魅力ある宿泊施設の展開 ・地産品の発掘

地域価値の向上 線区価値の向上

広域周遊ルートの構成

・山陽新幹線の利便性・魅力向上 ・観光結節駅の整備

・新たな長距離列車等の運行 ・鉄道とクルーズ船の組み合わせ

敦賀延伸効果の最大化

・駅及び駅周辺開発 ・地域との連携による観光素材開発

瀬戸内エリア

北陸エリア

近畿エリア

輸送サービスのブラッシュアップ

・安全性の向上 ・ICOCAによるシームレスな移動の実現

・多様なニーズに応えるバリアフリー化や駅美化の推進

駅、駅ビル、駅周辺開発

2019年春 嵯峨野線京都～丹波口間新駅、

京都駅八条口前ホテル２棟開業

2020年 梅小路コミュニティ型カジュアルホテル開業

2018～20年 京都駅商業施設大規模リニューアル

京都

2018年6月 ホテルヴィスキオ大阪開業

2019年春 おおさか東線北区間開業

2023年春 うめきた(大阪)地下駅開業

2023年以降 大阪駅西エリア開発

2031年春目標 なにわ筋線開業

大阪

2023年以降 駅ビル開発三ノ宮

○ 主な開発予定
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【トピックス】せとうちパレットプロジェクト

創造事業

鉄道事業

( )は開業日等

岡山

三原

呉

広島

岡山駅ナカリニューアル
（2020春～秋）

尾道駅リニューアル
（2019.3）

竹原

NIPPONIA HOTEL
竹原製塩町
（2019.8）

宇野

広島駅ビル建て替え
（2025春）

広島駅改良・ekie開業
（2017.10～2019.10）

観光列車ラ・マル・ド・ボァ
（2016.4～）

陸上養殖
（2016.12～）

観光列車etSETOra
（2020秋）

宮島口

ハローキティ新幹線
（2018.6～）

福山

観光型MaaS「setowa」
（2019.10～）

徳山

新山口新下関

下関

・「VOGUE」 →5 Places to Travel This Fall（日本で唯一選出）

・「The New York Times」
→52Places to Go in 2019 第7位（日本で唯一選出）

・英「NATIONAL GEOGRAPHIC TRAVELLER 英国版」
→[The Cool List 2019] （日本で唯一選出）

This year’s must-see destinations Best19 第1位 他

せとうちDMOによる積極的なプロモーション

琴平

児島

せとうち広島DCプレ
（2019.10～12）

尾道

鉄道と船舶を組み合わせた
観光周遊ルートの構築

（2018.3～） 14



【参考】 近畿圏における線区価値向上の取り組み

宝塚

木津
尼崎

天王寺

久宝寺

JR神戸線

大阪環状線

日根野

大和路線

学研都市線

JR宝塚線

関西空港

京橋

新神戸山陽新幹線

夢洲

（IR候補地）

三ノ宮

USJ
摩耶シティ STATION GATE

（2019.8）

ふくまる通り57
（2019.5）夢洲アクセス検討 JR難波

なにわ筋線
（2031春予定）

放出

駅ビル開発
（2023年以降）

ビエラ岸辺健都
（2018.11）

奈良線複線化 第2期
（2023春）

創造事業

鉄道事業

( )は開業・引渡日等

大阪
（→p.41）

京都
（→p.41）

新大阪

奈良

JRゆめ咲線輸送力増強
（2020年）

嵯峨野線

ビエラ明舞
（2018.11）

須磨海浜水族園・
海浜公園再整備事業

（2024.3）

ビエラ茨木新中条
（2019.5）

吹田グリーンプレイスⅡ期
（2018.10）

Suita SST
（2022春）

甲子園口グリーンプレイス
（2019.11）

健都イノベーションパーク
（2022春）

おおさか東線北区間
（2019.3）

玉造駅ナカリニューアル
（2019.8）

うめきた(大阪)地下駅
（2023春）

新大阪大型オフィスビル
開発（2022春）

ヴィアイン大阪京橋
（2020.12）

323系投入完了
（2019.6）

「アントレマルシェ」等
リニューアル（2019.7）
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４．グループ共通戦略 ②インバウンド需要の獲得

○ 訪日客数の推移
西日本への訪日客数が増加。特に地方訪問が伸長

（出典：日本政府観光局、大阪入国管理局）

（単位：万人）

2013年 2018年
伸び率

（2013年比）

関空in 232 765 3.3倍

福岡in 69 241 3.5倍

成田in 426 856 2.0倍

2013年 2018年
伸び率

（2013年比）

西日本(近畿除く) 1,067 3,081 3.2倍

全国 3,350 8,859 2.6倍

◆空港別入国外国人数（出典：法務省）

◆訪日外国人延べ宿泊数（出典：観光庁 宿泊旅行統計調査）

○ 西日本エリアの魅力

日本の世界遺産の約5割弱が当社エリア(23件中11件)

石見銀山遺跡と

その文化景観

嚴島神社
原爆ドーム

姫路城
古都京都の

文化財

明治日本の

産業革命遺産

法隆寺地域の

仏教建造物

古都奈良の

文化財

紀伊山地の

霊場と参詣道

写真提供:

大田市教育委員会

写真提供:

姫路市

写真提供:広島県
写真提供:嚴島神社

せとうちエリアは世界が注目

・「VOGUE」 →5 Places to Travel This Fall（日本で唯一選出）

・「The New York Times」
→52 Places to Go in 2019 第7位（日本で唯一選出）

・英「NATIONAL GEOGRAPHIC TRAVELLER 英国版」
→[The Cool List 2019] （日本で唯一選出）

This year’s must-see destinations Best19 第1位 他

関西を中心としたビッグイベントが目白押し

• G20大阪サミット2019
• ラグビーワールドカップ2019
• ワールドマスターズゲームズ関西2021
• 大阪万博（2025）

（単位：万人）

（単位：万人泊）

白川郷・五箇山の

合掌造り集落

百舌鳥・古市

古墳群

16
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４．グループ共通戦略 ③ESGの取り組み

Society（社会）

○ 安全

○ CS
◆海外のお客様へのご案内等の充実

◆分かりやすいご案内の推進

・ 列車走行位置サービスの拡充

・ 列車運行情報アプリの改善

・ 公式Twitterアカウント開設

・ 全乗務員・主要駅へ案内用

タブレット配備

○ 人財と働きがい
◆有期雇用社員（シニア社員・契約社員等）の賃金・勤務制度等の改正

・ 基本給・精励手当等の引き上げ、手当類の新設

・ 休職・休暇等の制度改正、子育てと仕事の両立を支援する勤務制度の新設

◆ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

⇒ 経済産業省「平成30年度 新・ダイバーシティ経営企業100選」に選出

・ 「女性活躍および次世代育成に関する行動計画」の策定

・ テレワーク・サテライトオフィス導入

・ 短日数勤務制度のさらなる充実

- 宿泊を伴う勤務がある乗務員に関する制度の充実（実質週休4日程度）

・ 企業内保育所開業

◆健康経営の推進

・ 23.3期の人間ドック受診率70%以上 等

○ 地域との共生 ○ 人権
◆人権基本方針の制定

Governance（企業統治） Environment（環境）

○ コーポレート・ガバナンス強化
◆取締役の任期短縮（2年→1年）

◆役員候補者等の育成、役員の指名等に係る仕組みの検討

○ リスクマネジメント
◆G20等の大規模イベントへの対応

○ 中計2022における新たな環境目標の設定
◆エネルギー消費原単位 ▲3%（23.3期対14.3期）

◆省エネ車両比率 88%（23.3期）等

○ 地球温暖化防止の取り組み
◆電力貯蔵装置の導入（野洲き電区分所）

グループ経営体制のカンパニー制への移行組織づくり
17



2,903 
3,561 

0

2,000

4,000

13.3期実績 18.3期実績 23.3期目標

連結EBITDA

4,080※

8.3%

11.3%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

13.3期実績 18.3期実績 23.3期目標

（参考）連結ROE

５．成果指標と財務戦略 ・経営指標（中計2022）

35

高水準の資産効率を維持しつつ、収益・利益規模を拡大。

12,989 

15,004 

10,000

13,000

16,000

13.3期実績 18.3期実績 23.3期目標

連結営業収益

4.9%
6.3%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

13.3期実績 18.3期実績 23.3期目標

連結ROA

（億円） （億円）
16,300

6%台半ば

10%程度

※23.3期の一時費用である北陸新幹線敦賀延伸に係る開業準備費用を除く

4,000
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20.3期 15,082

20.3期 4.9％ 20.3期 8.1％

20.3期 3,322



５．成果指標と財務戦略 ・財務戦略

営業CF

設備投資

株主還元

配当

自己株式の取得

【資金使途の優先順位】

① 安全・成長投資を最優先

・経営の根幹である安全への投資

・長期的な企業価値向上のための成長投資

・事業の持続可能性を高めるための投資

② 株主還元を充実

・資金使途をバランス

・フリーCFを株主還元に充当

債務削減

資金使途の優先順位を明確化。投資と還元のバランス、資本コストも考慮。

※現預金残高：概ね現在の水準を維持

キャッシュ創出力を向上

③ 基本的に債務削減は行わない

・格付維持の範囲で、追加投資は負債の活用も視野
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コロナ影響により増加する債務の
早期解消、財務体力の復元、
経営基盤強化が今後の課題



５．成果指標と財務戦略 ・設備投資等

（セグメント別内訳）
※増減は出資除く

運輸業

9,400億円

（+1,500億円）

流通業

その他

不動産業

2,600億円

（+1,300億円）

経営の根幹である安全への投資と持続的な成長に資する投資を強化。

200億円
（▲50億円）

500億円
（+50億円）

出資

1,300億円

中期経営計画2022

成長投資

4,600億円

中期経営計画2017

11,200億円

成長投資

2,800億円

維持更新投資

7,100億円

安全投資

4,900億円

【投資の内容】

維持更新投資

8,100億円

安全投資

5,300億円

（＋400億円）

12,700億円

（＋1,500億円）
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５．成果指標と財務戦略 ・株主還元

70
80

90

110 115
125

135 140

160
175

190

10.3期 11.3期 12.3期 13.3期 14.3期 15.3期 16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期

（予定）

○ ＋15円増配の１株当たり190円を予定（期初予想を据え置き）※10期連続の増配

○ 99億円の自己株式を取得、消却（取得：5/7～7/12、消却：8/15）

○ 2023年3月期において配当性向35％程度をめざし、安定的に配当を実施

○ 本計画期間累計の総還元性向40％程度を目安とし、機動的に自己株式も取得

（参考）1株当たり配当額の推移（円）

長期安定的な配当を重視。今期取得した自己株は消却済み

（予想）

株主還元方針

20.3期の株主還元
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20.3期

182.5



６．ガバナンス
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取締役および監査役の選任等

・取締役15名のうち5名が社外役員

・監査役４名のうち２名が社外役員

社外役員への情報伝達

・重要な経営課題の事前説明

・現地視察等の実施

・社外取締役を主体とした連絡会の実施

取締役会の評価および実効性向上に

向けた取り組み

○ コーポレート・ガバナンス体制の概要

取締役・監査役の選任および報酬等

・過半の社外取締役から成る人事報酬諮問委員会

を設置

・役員賞与制度を廃止し、月例報酬へ一本化

取締役および監査役の報酬等

運営等にかかわるヒアリング

・年度ごとに全取締役に運営等についてヒアリング

・結果を踏まえ、実効性向上等にむけた取組反映



７．今後の計画見直し ・基本スタンス、当面の対応
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◇ 現下の状況を踏まえた基本スタンス

◇ 当面の対応・緊急対策等



７．今後の計画見直し ・21.3期／中長期的な方向性
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※ 中計見直しにおいて考慮する点
① 回復期以降の需要喚起
 顧客の行動変化なども考慮したうえで、西日本エリアにおいて徹底した需要喚起策を準備

② 様々なリスクに対応しながら長期持続的な成長を実現
 コロナ後の社会経済構造や価値観、行動様式の劇的な変化を踏まえた成長戦略の再構築

 増加した債務の早期解消。財務体力の復元、経営基盤の強化に努める


